
【問い】
北欧と日本のデジタル化の進み具合に差が生じ
ている要因は何か？

北欧から学ぶ、日本がデジタル化を推進するために必要なこと
とは



問いの背景①

＜国連の電子政府ランキング＞

2010年：日本(17位)もスウェーデンも10位圏外
　↓
2018年：日本10位、スウェーデン5位
　↓
2020年：日本14位、スウェーデン6位

日本経済新聞「行政DX、生産性を左右　電子政府のランクは 14
位に後退」  2021年10月23日
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA19DLR0Z11C21A0000000/



問いの背景②

＜DX潜在力ランキング(2020年)＞

日本：16位(前年14位)
スウェーデン：1位(前年2位)

(フィンランド：3位)
(デンマーク：6位)

日本経済新聞「DX潜在力、スウェーデン首位　日本は基盤生か
せず16位」 2021年12月7日
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC300TL0Q1A131C
2000000/



問いの背景③

＜デジタル競争力ランキング(2022年)＞

日本：29位
スウェーデン：3位

(デンマーク：1位)
(フィンランド：7位)

日本経済新聞「日本のデジタル競争力、過去最低 29位　中韓台
にも後れ」  2022年9月28日
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUF2618X0W2A920C2000000/



デジタル化とは？

デジタル競争力ランキング査定項目に基づくと
● 知識

○ 人材、トレーニング/教育、科学に対する重点的な取り組み
● 技術

○ 規制枠組み、資本、技術枠組み
● 将来の準備

○ 適応度、ビジネスの俊敏性、IT統合

総務省｜令和3年版 情報通信白書｜国際指標
におけるポジション



【仮説】
1-1. 公的機関における人材選定の違い

1-2. 公共システム開発における取り組まれ方・環境の違い 

2-1.高齢者のデジタル活用が盛んだから

2-2.様々な社会機能と紐づいたパーソナルナンバー制度が、
デジタル社会の基盤として存在しているから

3-1.スウェーデンの方が生涯を通して教育を受けられる環境が整っているために先端　　技
術への対応力が高いのではないか

3-2.日本よりも早い年次から専門的な分野や特定の分野に特化した教育が行われてお　　
り、その中にIT/デジタル分野が含まれているのではないか



【行政システムの観点から見た仮説について】

仮説Ⅰ： 公的機関における人材選定の違い ⇨ 〇 or ✖

仮説Ⅱ：公共システム開発における取り組まれ方・環境の違い ⇨ 〇 or ✖

問い：北欧と日本のデジタル化の進み具合に差が生じている要因

は何か？



仮説Ⅰ：公的機関における人材戦略の違いが関係しているのではないか

【デンマークのデジタルガバメント庁の人材戦略について】

① 民間人材や専門人材の登用（2005年～）

② 行政職員に向けたデジタル教育（＝Government Digital Academy）



仮説Ⅰ：公的機関における人材戦略の違いが関係しているのではないか

【日本のデジタル庁について】

・概要：日本のデジタル社会実現の司令塔として、2021年9月1日に内閣で発足された
行政機関

・発足背景：COVID19によりデジタル化の遅れが浮き彫りになったこと

・ミッション：誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化を。 
 



仮説Ⅰ：公的機関における人材戦略の違いが関係しているのではないか

【日本のデジタル庁における人材戦略について】

① 民間専門人材の登用

② 新規入庁者向けのオンボーディングコンテンツの拡充



【デンマーク・日本の公的機関におけるデジタル人材戦略について】

問い：北欧と日本のデジタル化の進み具合に差が生じている要因

は何か？

・民間人材や専門人材の登用（2005年～）
・Government Digital Academy

⇅

・民間専門人材の登用
・新規入庁者向けのオンボーディングコンテンツの拡充

仮説Ⅰ：公的機関における人材選定の違い ⇨ ✖



【行政システムの観点から見た仮説について】

仮説Ⅰ： 公的機関における人材選定の違い ⇨ ✖

仮説Ⅱ：公共システム開発における取り組まれ方・環境の違い ⇨ 〇 or ✖

問い：北欧と日本のデジタル化の進み具合に差が生じている要因

は何か？



仮説Ⅱ：公共システム開発の取り組まれ方・環境の違いが関係しているのではないか

【デンマークの公共システム開発の取り組まれ方・環境について】

① 誰にでも参加が可能な共同開発の環境

② 共同資金調達法



仮説Ⅱ：公共システム開発の取り組まれ方・環境の違いが関係しているのではないか

① 誰にでも参加が可能な共同開発の環境
        ↳政府・民間企業・市民・NGO etc,

・計画-設計-管理-配信-評価

・参加型デザインの手法

⇨ユーザーが様々なステークホルダーとともにデザインプロセス（技術開発や評価な
ど）に能動的にアプローチすることで、システムの仕様・デザインを決定するデザイン
アプローチのこと。



仮説Ⅱ：公共システム開発の取り組まれ方の違いが関係しているのではないか

① 誰にでも参加が可能な共同開発の環境

・参加型デザインの実践（Borger.dkのシステムケース）

⇨イノベーションズ・キャンプの開催

目的：機能改善・ユーザビリティ向上

概要：チーム対抗でBorger.dkのアプリケーション開発（モックアップ）を行い、ユーザビリ
ティ・機能性・先進性等を競い合うもの

特徴：① 誰にでもオープンなイベント
　　　② 各チームにファシリテーター・技術者を配置
　　　



仮説Ⅱ：公共システム開発の取り組まれ方・環境の違いが関係しているのではないか

② 共同資金調達法

・政府・行政のあらゆるレベルのステークホルダーを関与

・リスク共有

⇨ 組織全体としてのコミットメントの向上



仮説Ⅱ：公共システム開発の取り組まれ方・環境の違いが関係しているのではないか

【デンマークの公共システム開発の取り組まれ方・環境について】

① 誰にでも参加が可能な共同開発の環境

② 共同資金調達の方法

⇨人間中心のデザインとユーザビリティの追求



仮説Ⅱ：公共システム開発の取り組まれ方の違いが関係しているのではないか

【日本の公共システム開発の取り組まれ方・環境について】

① 利用者自身がシステムデザインに関わる機会の少なさ
↳ 民間企業でほんの一部行われているものの・・・ （✖）

② 総務省が主な資金源であること
↳ リスク共有（✖）・システム開発時のコミットメント（△）

⇨ 利用者目線のシステムく供給側の要望に合わせた設計



【デンマーク・日本の公共システム開発の取り組まれ方・環境について】

問い：北欧と日本のデジタル化の進み具合に差が生じている要因

は何か？

・誰にでも参加が可能な共同開発の環境
・共同資金調達の方法

⇅

・利用者自身がシステムデザインに関わる機会の少なさ
・総務省が主な資金源であること

仮説Ⅱ：公共システム開発における取り組まれ方・環境の違い ⇨〇



【行政システムの観点から見た仮説について】

仮説Ⅰ： 公的機関における人材選定の違い ⇨ ✖

仮説Ⅱ：公共システム開発における取り組まれ方・環境の違い ⇨ 〇 

問い：北欧と日本のデジタル化の進み具合に差が生じている要因

は何か？



【行政システムの観点から見た仮説・検証に関する参考文献】

https://www.digitalservice.metro.tokyo.lg.jp/digitalguideline/pdf/04_tokyo3_05.pdf

https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0740624X21000861

https://en.digst.dk/media/20205/en_political-agreement-regarding-digital-ready-legislation.pdf

https://www.digital.go.jp/policies/report-202209-202308/organization

https://www.soumu.go.jp/main_content/000853328.pdf

https://www.soumu.go.jp/denshijiti/

https://www.soumu.go.jp/main_content/000910883.pdf

https://jpn.nec.com/safercities/government/learning_from_denmark.html

https://digiwaka.jp/column/586

https://www.glocom.ac.jp/wp-content/uploads/2020/10/124-134_igari.pdf

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E5%9B%BD%E6%97%97

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%83%B3%E3%83%9E%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%81%AE%E5%9B%BD%E6%97%97

https://en.digst.dk/

https://www.asahi.com/articles/ASP914643P80ULFA02N.html?iref=pc_photo_gallery_bottom

https://waic.jp/translations/WCAG20/Overview.html

https://ja.m.wikipedia.org/wiki/World_Wide_Web_Consortium

https://project.nikkeibp.co.jp/mirakoto/atcl/global/h_vol19/?P=2



②-1. 高齢者のデジタル活用が盛んである。

②-2. 様々な社会機能と紐づいたパーソナルナンバー制度が、
　　デジタル社会の基盤として存在している。

仮説②
デジタル活用が浸透しやすい社会構造



仮説②-1. 高齢者のデジタル活用が盛んである。

人口に占める65歳以上の割合 (2022年) The World Bankより

　　
　　日本　　　　　29.9％　OECD38国中1位

OECD諸国の中で最も高齢人口の割合が高く、
高齢化の進行も急速化している。

　　スウェーデン　20.2％　OECD38国中15位

高齢人口の割合は比較的高いものの、
高齢化の進行は日本と比べ緩やかである。

The World Bankより(2023年10月20日閲覧）
https://data.worldbank.org/indicator/SP.POP.65UP.TO.ZS?end=2022&locations=J
P-SE&start=1985&view=chart



仮説②-1. 高齢者のデジタル活用が盛んである。

デジタル化の進みの早い国ほど、高齢者と若者世代のスマートフォン保有率に関する世代格差は小さい。

→「高齢化」と「デジタル化」の共存

第316回MRIメディアフォーラム(2021)「シニア世代のデジタル化に関する意識・行動と課題」より
https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/knowledge/report/cc/mediaforum/2021/forum316.pdf?la=ja-JP&hash=163E37D56A7E0932B92990FF434182C06D884C3C



仮説②-1. 高齢者のデジタル活用が盛んである。

デジタル活用の二国間比較① 【デジタル端末の利用率】
令和3年(2021年)第9回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査 (内閣府)より



仮説②-1. 高齢者のデジタル活用が盛んである。

デジタル活用の二国間比較②【デジタル端末の利用目的】 
令和3年(2021年)第9回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査 (内閣府)より



仮説②-1. 高齢者のデジタル活用が盛んである。

デジタル活用の二国間比較② 【デジタル端末の利用目的】
令和3年(2021年)第9回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査 (内閣府)より



仮説②-1. 高齢者のデジタル活用が盛んである。

デジタル活用の二国間比較③【まとめ】 
令和3年(2021年)第9回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査 (内閣府)より

普及率の差 活用度の差＜
スウェーデンの高齢層の方が日本に比べデジタル活用が盛んである。

　　なぜ→②-2. 様々な社会機能と紐づいたパーソナルナンバー制度が、デジタル社会の　 　　　　　　
基盤として存在しているから。



仮説②-2. 様々な社会機能と紐づいたパーソナルナンバー制度が、デジタル社会の基盤として存在している。

https://storytours.eu/the-swedish-personal-identity-number/ 

スウェーデンの個人番号制度：PIN (Personal Identification Number)

生年月日 固有番号
チェックデ
ジット



仮説②-2. 様々な社会機能と紐づいたパーソナルナンバー制度が、デジタル社会の基盤として存在している。

個人番号制度の二国間比較①【概要】 
参考:マイナンバー制度の国際比較と医療分野における活用法（斎藤・ 2017）

スウェーデン 日本

名称 PIN マイナンバー

デジタルID(個人番号と紐付け) Bank ID マイナンバーカード

付与方法 医師等が申請 出生届の提出

利用範囲 特に制限なし
官民ともに本人確認利用

社会保障、税、災害対策に限定

利用例 口座の開設、携帯電話の契約、
病院の受診、公的機関の利用、
電気・ガス・水道・インターネットの
契約、家の賃貸契約、等々

口座の開設（一部）、病院の受
信、行政サービスのオンライン申
請



個人番号制度の二国間比較②【歴史】 
参考:マイナンバー制度の国際比較と医療分野における活用法（斎藤 2017）
　　マイナンバーってそもそも何 (藤原2023)https://www3.nhk.or.jp/news/special/news_seminar/jiji/jiji138/（2023年10月20日閲覧）

仮説②-2. 様々な社会機能と紐づいたパーソナルナンバー制度が、デジタル社会の基盤として存在している。

1571年 教会で住民登録が開始
（税徴収効率化のため）

1686年 全国で統一

1947年 現在のPINが導入

1966年 コンピュータによる記録の管理が開始

1991年 住民登録が教会から税金庁に移管

1999年 住基ネット（住民基本台帳ネットワーク）
開始

2003年 住基カードの希望者への交付
→普及率５％に留まる。

2013年 マイナンバー法の成立

スウェーデン

日本

住民登録の歴史が長いために、
国民のプライバシーに対する懸念が小さい

住民登録の歴史はスウェーデンに比べ浅い。
国民の不信感も大きいのでは。



②-1. 高齢者のデジタル活用が盛んである。

②-2. 様々な社会機能と紐づいたパーソナルナンバー制度が、
　　デジタル社会の基盤として存在している。

スウェーデン的モデル

社会的機能性の高いパーソナルナンバー制度を基盤に
高齢世代も参加型のデジタル社会



仮説3-1

スウェーデンの方が生涯を通して教育を受けられる環境が整っているために先端技
術への対応力が高いのではないか

仮説3-2

日本よりも早い年次から専門的な分野や特定の分野に特化した教育が行われてお
り、その中にIT/デジタル分野が含まれているのではないか



＜国際成人力調査(PIAAC：ピアック)＞
● コンピュータベースの評価をオプトアウトした成人の割合

○ デンマーク：6.4
○ フィンランド：9.7
○ 日本：15.9
○ スウェーデン：5.7

● テクノロジーが豊富な環境における問題解決の評価において欠損値を持つ成人の割合
○ デンマーク：0.4
○ フィンランド：0.1
○ 日本：1.3
○ スウェーデン：0.1

● ICT コアに不合格となった成人の割合
○ デンマーク：5.3
○ フィンランド：5.2
○ 日本：10.7
○ スウェーデン：4.8

● コンピュータ経験のない成人の割合
○ デンマーク：2.4
○ フィンランド：3.5
○ 日本：10.2
○ スウェーデン：1.6



3-1.スウェーデンの方が生涯を通して教育を受けられる環境が整っているために先端技術へ
の対応力が高いのではないか

＜スウェーデン発のリカレント教育＞

● リカレント教育
○ 社会人が必要に応じて学校へ戻って再教育を受けるという循環/反復型の教育体制のこと

このコンセプトは1968年にスウェーデンで誕生
● 1970年代はこのリカレント教育に基づいて学校制度の改革が進められる

○ この時代、社会人の中には今でいう小卒や中卒が最終学歴の成人が多かった
○ そのような人たちを、必要に応じて再び高校や大学に入学させてスキルアップを図ることが目的



3-1.スウェーデンの方が生涯を通して教育を受けられる環境が整っているために先端技術へ
の対応力が高いのではないか

＜5年間の「知識向上」プログラム＞

● 1990年代からはリカレント教育よりも、5年間の「知識向上」プログラムが導入される
○ 高校レベルの成人教育の定員を増やすもの
○ 目的は低いスキルの労働者のスキル向上
○ 主は公立成人学校だがこれは学校だけでなく、民間企業などでも実施された

➢ これにより公的な学校教育でも民衆教育でも、成人教育がさらに浸透していった

Ex)
この頃からスウェーデンは情報化/国際化に対応した人材育成を重視するようになったため、可能な
限り早く若者を先端的な学問分野に投入し、能力の育成を急いだ
これに成人教育も連動していった



3-1.スウェーデンの方が生涯を通して教育を受けられる環境が整っているために先端技術へ
の対応力が高いのではないか

＜”知識社会”＞

● スウェーデンに浸透している「最も重要なのは知識そのものではなく、生涯に渡って学習内容を修正
し続ける能力であり、修正した学習内容をどのような状況にでも応用できるようになることである」とい
う考え方

＜知識への多くの道：生涯学習のための大学(2018)＞

● 職業経験による能力を評価して大学入学への道を開こうとするための法案

大岡頼光,2019,「超高齢社会を支える社会人の大学再教育システムの研究─ スウェーデンの社会人教育から─」



3-1.スウェーデンの方が生涯を通して教育を受けられる環境が整っているために先端技術へ
の対応力が高いのではないか

一方、日本は・・・
＜リカレント教育＞

● 政府広報オンライン
○ 「学び」に遅すぎはない！社会人の学び直し「リカレント教育」
○ 就職・転職支援の大学リカレント教育推進事業

➢ 文部科学省では、非正規雇用の方々、失業中の方々を主な対象に「就職・転職支援のた
めの大学リカレント教育推進事業」を行っている。40大学63プログラムが採択され分野は
デジタル、医療・介護、地方創生、女性活躍等多岐にわたる。受講費用についても原則無
料となっている。

参照：政府広報オンライン(https://www.gov-online.go.jp/useful/article/202108/1.html)



3-1.スウェーデンの方が生涯を通して教育を受けられる環境が整っているために先端技術へ
の対応力が高いのではないか

＜社会人教育に関する諸制度＞
● 教育訓練給付金

○ 対象講座を修了した場合、自ら負担した受講費用の 20-70％の支給が受けられる

● 高等職業訓練促進給付金

○ ひとり親の方が看護師等の国家資格やデジタル分野等の民間資格の取得のために修学する場合、月 10万円の支給が受けられる

● キャリアコンサルティング

○ 在職中の方を対象に、今後のキャリアなどについて、キャリア形成・学び直し支援センターでキャリアコンサルタントに無料で相談でき

る

● ハロートレーニング

○ 希望する仕事に就くために必要な職業スキルや知識などを無料で習得できる

○ 雇用保険の対象となっていない方でも、一定の条件のもとで月額 10万円の支給を受けながら訓練を受けられる

● 人材開発支援助成金

○ 事業主が従業員に対して職務に関連した訓練を実施した場合や、新たに教育訓練休暇制度を導入して、教育訓練休暇を与えた場

合、訓練経費や制度導入経費等の助成が受けられる

● 生産性向上支援訓練

○ 専門的な知見とノウハウを有する民間機関等に委託し、事業主のニーズに応じて、講義だけでなくグループワークなど効果的な演習

を取り入れて実施する訓練

○ また、個別企業の課題に合わせてカリキュラムモデルをカスタマイズするオーダーコースを中心に、規模の ⽤さな企業でも利⽤しやす

いオープンコースも展開しており低コストで受けられる

引用元：厚生労働省(https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_18817.html)
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の対応力が高いのではないか

＜社会人教育の現状＞

● 日本では 25歳以上の学士入学、30歳以上の修士課程入学ともに OECD加盟国の平均を下回って
おり、社会人の学び直しが少ない

引用元：なぜ増えない？社会人の学び直しの現状と課題,東大新聞オンライン,2023/1/7
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の対応力が高いのではないか

日本にもリカレント教育の概念や社会人教育の制度があるのに
社会人の学び直しが少ないのはなぜか？
①企業側の支援体制が整っていない

● 教育訓練休暇制度や教育訓練短時間勤務制度などの、有給で就学ができる制度を導入している企
業はそれぞれ1割に満たない

出典：なぜ増えない？社会人の学び直しの現状と課題,東大新聞オンライン,2023/1/7



3-1.スウェーデンの方が生涯を通して教育を受けられる環境が整っているために先端技術へ
の対応力が高いのではないか

②リカレント教育の概念や社会人教育の制度が一般市民や企業に認知されていても活用されていない
● 大学等が実施するリカレント教育に関するアンケート調査(経団連,2021/2/16)

調査対象：経団連側委員企業、経団連関連委員会委員企業
○ 大学等が実施するリカレント教育プログラムの受講を指示・奨励していますか？

➢ 受講を指示・奨励している：41.5%
➢ 指示・奨励したことはない：51.3%

○ 大学等が実施するリカレント教育プログラムを社員に受講させることに関心がありますか？
➢ 関心がある：89.2%

○ 現在、リカレント教育プログラムを大学等と共同で開発していますか？
➢ 開発していない：83.8%

○ 今後、リカレント教育プログラムを大学等と共同で開発することに関心がありますか？
➢ 関心がある：50.0%
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の対応力が高いのではないか

②リカレント教育の概念や社会人教育の制度が一般市民や企業に認知されていても活用されていない
● 大学等が実施するリカレント教育に関するアンケート調査(経団連,2021/2/16)

調査対象：経団連側委員企業、経団連関連委員会委員企業
○ 大学等が実施するリカレント教育プログラムに関する情報の入手に関して、お困りの点は何で

すか？
➢ そもそもどこから情報を入手すればよいか分からない：44.8%
➢ 提供される情報量が不足している：43.3%

○ 大学等側への要望(充実させてほしいと考える制度・環境)は何ですか？
➢ 社会人に配慮した時間帯での授業の開講：77.1%
➢ オンライン授業の拡充：74.7%

○ 大学等におけるリカレント教育プログラムを企業人が受講しやすくする上で、政府への要望事
項は何ですか？
➢ 産学連携によるリカレント教育プログラムの好事例の収集・横展開：61.3%
➢ 産学連携によるリカレント教育プログラム開発への支援：56.3
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の対応力が高いのではないか

＜検証結果＞

● スウェーデンはリカレント教育というコンセプト、「知識向上」プログラム、知識社会という考え方、大学
までの授業料無料といったものにより、成人になっても生涯を通して必要に応じて教育を受けられる
環境が整っていると言える

● 日本にもリカレント教育や社会人教育を支援する制度はあるが、それらが十分に機能しているとは言
い難く、課題が残されているため、社会人が新しい技術を学ぶ機会が少ない。



3-2.日本よりも早い年次から専門的な分野や特定の分野に特化した教育が行われており、そ
の中にIT/デジタル分野が含まれているのではないか

＜諸外国における情報通信技術を活用した学校教育事例報告書(2019)＞

● OECD生徒の学習到達度調査(PISA2015年調査)
○ 学校のある日に、学校でインターネットをどれくらい使用するか(1日に1分以上使っていると回

答した割合)
➢ デンマーク：91.66%
➢ フィンランド：90.28%
➢ 日本：49.18%

○ 学校の勉強のためにインターネットを見るか(週に1-2回以上見ると回答した割合)
➢ デンマーク：89.18%
➢ フィンランド：51.47%
➢ 日本：15.58%

○ コンピュータを使って宿題をするか(週に1-2回以上使用すると回答した割合)
➢ デンマーク：90.02%
➢ フィンランド：23.34%
➢ 日本：8.9%
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＜スウェーデンの総合制高等学校における普通教育と専門教育の関連づけ : 職業系課程のカリキュラム
分析を中心に＞

● スウェーデンでは1960年代に既に簡単なコーディングを含む授業が技術という科目内で提供されて
いた

● 1985年には、全校全生徒にコンピューターが行き渡るように大規模な補正予算が整備された
● 高校時点の課程分岐として、専門分野に焦点を当てたプログラムがある

これが普通教育と並行して行われる
● プログラム制の導入により、進学系課程と職業系課程が並行されるようになった
● どちらの課程に入学していても、一部もう片方の課程の授業を必修として課されていた

○ 全てのプログラムにおいて普通教育と専門教育の両方が提供されていた
➢ 進学系課程の学生でも専門性の高い教育を受けることができている
➢ 「コンピュータ経験のない成人の割合」においてスウェーデンが一番低い要因になってい

ると考えられる



3-2.日本よりも早い年次から専門的な分野や特定の分野に特化した教育が行われており、そ
の中にIT/デジタル分野が含まれているのではないか

＜諸外国におけるプログラミング教育に関する調査研究＞

● スウェーデンの上級中等学校(高校)では9つの大学進学準備コースと9つの職業訓練専門コースが
あり、後者の「Technology」の中で教科「Programming」が指導されている

● 指導者の養成/教育について、政府は「PIM (Practical ICT and Media skills)」というIT教員養成/研
修ツールをオンラインで提供

● また、「ICT for Teachers」という大規模なICT教員向けの情報提供サイトが開設
● フィンランドでは、プログラミングが2016年から基礎学校の義務教育に含められている

○ 1-2年生では、プログラミングではコンピュータに正確な指示を送ることが重要だということを習
得するために、遊びを通して他の学習者に明確な指示を与える練習をする

○ 3-6年生では、テキストベースのプログラミング言語は使わず、Scratchなどのビジュアルプログ
ラミングを使用する

○ 7-9年生では、プログラミング言語を学び始める



3-2.日本よりも早い年次から専門的な分野や特定の分野に特化した教育が行われており、そ
の中にIT/デジタル分野が含まれているのではないか

＜諸外国における情報通信技術を活用した学校教育事例報告書(2019)＞

● デンマークでは「印刷物の削減」「新しいデジタル技術」「公共セクター間の協力体制をより緊密にす
るためのデジタルソリューション」の3つを目的にした電子政府戦略の下、デジタル教材の開発資金、
デジタル学習教材の地方自治体購入資金、デジタル教材の効果測定、学校のデジタルインフラの整
備が増強された

● 実際、現地では・・・
○ 学校のどの教室にも天上の中央にワイヤレスLANのルーターが設置
○ どの教師も板書ではなく、電子黒板にデジタル教材を映し出して授業を進行
○ テストの受験、テストの採点返却フィードバック、連絡/成績の受け取り、宿題設定、デジタル教

材の入手などの全てが完結するUni-Loginを使用
➢ 教育省のICT推進機関が運用している認証管理サービス
➢ 児童/生徒/保護者/教師/教育機関に様々な教育サービスを提供

○ 2010年から小中学校の生徒1人につき、ノートパソコンを1台ずつ付与
➢ Grade2(8-9才)ぐらいからタイピングできるようになる
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＜諸外国における情報通信技術を活用した学校教育事例報告書(2019)＞
○ 文章読み上げソフトを使わせることで、子供たちは自分でスペリングの間違いに気づき、直すこ

とができる
■ ICTを利用することで、教師が児童の間違いを一つ一つ正すのではなく、自ら学ぶ学習方

法を取り入れている
○ Grade5(11-12才)の生徒が受けるプログラミング授業は選択授業で、数学の教師が指導を行う
○ 学校によっては、プログラミングが得意な保護者や卒業生に謝礼金を払い、授業を一時的にサ

ポートしてもらうこともある
○ コペンハーゲンでは2010年代前半から全教師にiPadを配布し、ICT活用の研修や講座への参

加を義務付けた(現在は任意)
○ 低学年の頃からプログラミング学習向けの教材があり、児童は遊びの中で楽しみながら、プロ

グラミングの基礎的な考え方を自然と理解することができる
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一方、日本は・・・
＜小学校プログラミング教育の概要＞

● 平成29年3月に改訂が行われた小学校学習指導要領は、2020年度から全面実施となり、これに基
づき、小学校段階におけるプログラミング教育が開始

● 小学校プログラミング教育の狙い
○ 「プログラミング的思考」を育成すること

➢ 自分が意図する一連の活動を実現するために、どのような動きの組み合わせが必
要であり、一つ一つの動きに対応した記号を、どのように組み合わせたらいいのか、
記号の組み合わせをどのように改善していけば、より意図した活動に近づくのか、と
いったことを論理的に考えていく力

○ プログラムや情報技術の社会における役割について気付き、それらを上手に活用してより
よい社会を築いていこうとする態度を育むこと

○ 各教科等の中で実施する場合については「教科等での学びをより確実なものにする」こと
引用元：文部科学省,2019/5/21



3-2.日本よりも早い年次から専門的な分野や特定の分野に特化した教育が行われており、そ
の中にIT/デジタル分野が含まれているのではないか

＜小学校プログラミング教育の概要＞

● 小学校プログラミング教育で育みたい資質・能力
○ 知識および技能(=身近な生活でコンピュータが活用されていることや、問題の解決には必

要な手順があることに気付くこと)
➢ コンピュータはプログラムで動いていること
➢ プログラムは人が作成していること
➢ コンピュータには得意なこと、できないことがあること
➢ コンピュータに意図した処理を行わせるためには必要な手順があること
➢ コンピュータが日常生活の様々な場面で使われ、生活を便利にしていること

○ 学びに向かう力、人間性等(=発達の段階に即してコンピュータの働きをよりよい人生や社
会づくりに生かそうとする態度を涵養すること)
➢ 身近な問題の発見・解決にコンピュータの働きを生かそうとする
➢ コンピュータ等を上手に活用してよりよい社会を築いていこうとする

○ 思考力、判断力、表現力等
➢ 発達の段階に即して、「プログラミング的思考」を育成する
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＜令和元年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果＞

● 調査項目
○ 学校におけるICT環境の整備状況
○ 教員のICT活用指導力

● 調査対象
○ 全国の公立学校(小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支

援学校)
○ 全国の公立学校の授業を担当している全教員

● 教育用コンピュータ1台当たりの児童生徒数：4.9人/台
● 普通教室の無線LAN整備率：48.9%
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＜検証結果＞

● 北欧諸国はプログラミング教育の開始が早く、それを支えるデジタルインフラが整備されている。

● 日本ではプログラミング教育の開始は北欧諸国と同様の年次だが、その制度になったのは2020年
であって、これは北欧より5-10年遅い。また、デジタルインフラの整備も北欧に比べて進んでいない。



提案

【行政】

● 行政へSmart HRを導入し、行政、ユーザー、民間企業の３者で
連携して公共システムを開発する。

【社会構造】

● マイナンバーの活用範囲を広げる

【教育】

● デジタル化の基盤を整える



提案

【行政】

● 行政へSmart HRを導入し、行政、ユーザー（行政職員）、民間
企業の３者で連携して公共システムを開発する。

【社会構造】

● マイナンバーの活用範囲を広げる

【教育】

● 小学校へのデジタル化の基盤を整える。



Smart HRを行政に導入することで・・・

1.

行政職員というユーザーの声を聞くことで、彼らのユーザビリティ

をあげることができる。



行政

ユーザー
（行政職員）

民間企業

3者連携で
公共システムの開発



Smart HRを行政に導入することで・・・

2. 
デジタル化を推し進める行政自身が内部でデジタル化を図る

↓
● 行政自身がデジタル化の重要性を実感
● 自身の実感を伴い、市民の方にデジタル化を語れるようにな

る。



提案

【行政】

● 行政へSmart HRを導入し、行政、ユーザー（行政職員）、民間企
業の３者で連携して公共システムを開発する。

【社会構造】

● マイナンバーの活用範囲を広げる

【教育】

●



日本の高齢世代とデジタル化 
第316回MRIメディアフォーラム (2021)「シニア世代のデジタル化に関する意識・行動と課題」より
https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/knowledge/report/cc/mediaforum/2021/forum316.pdf?la=ja-JP&hash=163E37D56A7E0932B92990FF434182C06D884C3C
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https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/knowledge/report/cc/mediaforum/2021/forum316.pdf?la=ja-JP&hash=163E37D56A7E0932B92990FF434182C06D884C3C



日本の高齢世代とデジタル化 
第316回MRIメディアフォーラム (2021)「シニア世代のデジタル化に関する意識・行動と課題」より
https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/knowledge/report/cc/mediaforum/2021/forum316.pdf?la=ja-JP&hash=163E37D56A7E0932B92990FF434182C06D884C3C



日本のマイナンバーとデジタル化
デジタル庁 (2023)「デジタル社会の実現に向けた重点計画」より



マイナンバーカードの普及と利用

行政

民間 ● 本人確認としての利用を民
間にも広げる。

● 生活に密着したサービスに
積極的にマイナンバーカード
を活用する
（防災/安全、福祉/介護、移
動/公共交通）



提案

【行政】

● 行政へSmart HRを導入し、行政、ユーザー（行政職員）、民間企
業の３者で連携して公共システムを開発する。

【社会構造】

● マイナンバーの活用範囲を広げる。

【教育】

● デジタル化の基盤を整える



デジタル化の基盤を整える

● 北欧比較してデジタル化の遅れをとっているものの、確実に整
備は進んでいる。

● より教育の観点からデジタル化を進めていくために、

まず教育現場の基盤を整える

→・児童一人一人へパソコン/タブレットの支給

　・ネット環境を整える



ご静聴ありがとうございました。


